
農地中間管理事業の５年後見直しについて 

平成 3 0 年 1 1 月 



Ⅰ 農地バンク事業の現状と課題ー概観ー 



○ わが国の農地利用の特色である分散錯圃（小規
模の農地が互いに入り組んで分散している状態）
を解消し、人手不足の中で、担い手による効率的
な農地利用、スマート農業の実施等により、生産
コストの低減と農地の維持を図っていくことが必
要。 

その他の色 個人経営体 

担い手Ａ（個人） 〔1.8ha（34筆）、12団地〕 

担い手Ｂ（個人） 〔1.3ha（30筆）、 ９団地〕 

担い手Ｃ（個人） 〔5.0ha（70筆）、13団地〕 

担い手Ｄ（個人） 〔4.2ha（56筆）、15団地〕 

担い手Ｅ（法人） 〔1.2ha（17筆）、 ４団地〕 

 ◯Ｎ県Ｎ市Ｍ地区の事例 

（１）わが国の農地の状況について 

資料：農林水産省「農林業センサス」 

注１：基幹的農業従事者とは、自営農業に主として従事した15歳以上の世帯員（農業就業人口）のうち、ふ
だんの主な状態が「主に仕事（農業）」である者をいう。 

注２：平成７年は75歳以上を詳細化していないため、上図の平成７年の「75～79」は75歳以上の値である。 

○年齢別基幹的農業従事者数の推移 
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農地中間管理事業の推進に関する法律  
（平成25年法律第101号）（平成26年３月１日施行） 
 
附則（抄） 
第２条 政府は、この法律の施行後５年を目途として、農地中間
管理事業及びこれに関連する事業に関し、その実施主体、これ
らの事業に対する国の財政措置の見直し（農地中間管理機構に
対する賃料に係る助成の見直しを含む。）その他のこれらの事
業の在り方全般について検討を加え、その結果に基づいて必要
な法制上の措置その他の措置を講ずるものとする。 

 
２ 政府は、第26条第１項の協議の結果の取りまとめの状況等を
踏まえ、同項に規定する協議の場に関し、そのより円滑な実施
を図るための法制上の措置の在り方について検討を加え、その
結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

○ 農地バンク事業は、その根拠法の附則により、
施行（H26.3.1）後５年を目途として、 

 ① 農地バンク事業及び関連する事業の在り方 
全般、 

 ② 地域における協議の場の円滑な実施を図るた
めの措置の在り方 

 について検討することとされている。 
 
  

◯ 農地中間管理事業（以下「農地バンク事業」と
いう。）は、こうした問題を解消するため、 
① 地区内の分散・錯綜しており担い手に集約す
る必要がある農地や耕作放棄地を借り受け、 

② 必要に応じ、基盤整備等の条件整備を行い、 
③ 借り受けている農地を管理し、 
④ まとまった形で転貸し、 
⑤ その後、再配分機能により集約化を実現する 

 仕組みとして創設された。 

（２）農地中間管理事業の５年後見直し 
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分散・錯綜 担い手への集積 集約化の実現 

【農地中間管理機構による農地の集積・集約化のイメージ】 

借受け 転 貸 再配分 

「集積」 …利用する農地を拡大すること 
（分散錯圃を解消しなくてもよい。） 

「集約化」…分散錯圃を解消すること 
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○ 農地バンク事業を開始した平成26年度以降、
担い手への農地の集積面積は再び上昇に転じ、平
成29年度は4.1万㏊増加（そのうち農地バンク事
業によるものは、1.7万ha）し、そのシェアは
55.2％となった。 

 
○ 2023年に全耕地面積に占める担い手への利用
面積のシェアを８割にするという目標の達成のた
めには、設立当初から10年かけて年間14万haず
つの新規集積が必要である。 

 
○ 担い手による農地の集積・集約化を更に促進す
る観点から今回の５年後見直しを考えていく必要
がある。 

（３）担い手への農地集積の状況① 

うち機構転貸 
＋1.7万㏊ 
それ以外 
＋2.4万㏊ 
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○ 担い手への農地集積の状況を細かく見ると、 
 ① 農地の権利移動によるもののうち、農地バンク

事業によるものが過半を占めている一方で、 
 ② 認定農業者や集落営農組織の動向によっても担

い手への農地集積が変動している。 

○ 農地バンク事業の見直しに当たっては、機構の在
り方と併せて、 

 ① 担い手にとって使いやすい仕組みを全体として
どのように構築していくか、 

 ② 近年、深刻さを増している人手不足の状況を踏
まえ、地域農業の担い手をどのように確保育成
していくか、 

 を総合的に検討していく必要がある。 

4 

（３）担い手への農地集積の状況② 
【平成29年度の担い手への農地集積面積の内訳】 

⑤認定農業者の 
 新規認定等 

⑥基本構想水  
 準到達者の 
 掘り起こし 

④相対等 
（差引推計） 

③円滑化事業 

②農地バンク 
 事業（売買） 

①農地バンク 
 事業（貸借） 

28年度末の 
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集積面積   
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○ 農地バンク事業では、機構がいったん借りた農
地の転貸先を変更できるため、その後の農地の再
配分を機動的に進めることができる。 

 
◯ 実際に、 
 ① 機構が10年以上の権利を取得し、地域の話合

いが進むに従って農地を再配分することにより、
分散錯圃を解消した事例が出てきている。 

27年末 ・農地バンク事業の説明会を契機に地域の話合いが何
度も行われ、２名の担い手に農地集積することで合意。 

27年1２月 
～29年９月 

・機構は、市や地区内の農業法人等と共に地域の話合
いを継続的に進め、話合いの合意に沿って、順次、配
分計画（12回）を公告。 

  この過程で、転貸農地の入れ替えも実施。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・地区内農地の約８割が２名の担い手に集約され、分
散錯圃が解消。 

 集積面積・集積率：５ha（13％）→28ha（77％） 
 １団地の平均面積：0.1ha→3.8ha 

【Ｆ県Ｅ市の事例】 

配分計画の 
決定日 

計画の概要 

貸付先 転貸農地 

1 27年12月 有限会社Ａ 0.8ha（５筆） 

2 28年２月 有限会社Ａ 0.3ha（１筆） 

3 28年３月 有限会社Ａ 3.1ha（16筆） 

4 28年11月 有限会社Ａ 3.0ha（21筆） 

5 28年11月 認定農業者Ｂ 7.5ha（49筆） 

6 28年12月 認定農業者Ｂ 0.9ha（４筆） 

7 28年12月 認定農業者Ｂ 2.5ha（16筆） 

8 29年２月 認定農業者Ｂ 0.3ha（１筆） 

9 29年２月 有限会社Ａ 0.2ha（３筆） 

10 29年２月 有限会社Ａ 4.9ha（33筆） 

11 29年２月 認定農業者Ｂ 1.4ha（５筆） 

12 29年９月 認定農業者Ｂ 0.2ha（２筆） 

合  計 25.1ha（156筆） 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｂ 

平成27年末 平成29年9月 
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（４）農地バンク事業活用のメリット① 



【Ｓ県Ｋ市の事例】 
～ 
26年８月 

・地区内の農地は小区画かつ分散しており、非効率な営
農状況。非担い手が多く、担い手も高齢化・後継者不足
の状況。 

26年９月 
～ 
27年８月 

・地元農家が市に将来の担い手確保の必要性について問
題提起。市と農家組合で耕作者に対しアンケートを実施。
農地の集約化を望む意見が多かったことから、機構の活
用を検討。 

・機構・市が地元説明会を開催。 

・農家組合長と大規模な担い手が中心となり、地域の話合
いを進め（計９回）、機構の活用と併せて集約化の効果を
高める簡易な基盤整備事業（農地耕作条件改善事業）の
導入を決定。 

・基盤整備については、簡易な工事（畦畔の除去）である
ことから、機構自ら工事を実施。 

27年９月
～ 

・基盤整備工事を行い、10a → 50～70aに区画を拡大（畦
畔除去23ha）。 

・話合いからほ場の区画拡大、担い手への転貸まで約１
年で実施。 

・順次農地を担い手に集積し、将来的には、１名の担い手
に集積する予定。 

（４）農地バンク事業活用のメリット② 

○ さらに、 
② 機構・県・市等が中心となって地域の話合
いを進め、圃場の条件整備を行い、農地の集
積・集約化につなげた事例 
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集積面積・集積率：6.6ha(23%) → 11.4 ha（39%） 
平均経営面積： 3.3ha → 5.7ha 
団地数：106団地 → 38 団地 

活用前 活用後 

その他の色 個人経営体 

担い手Ａ（個人） 〔10.8ha（123筆）、９団地〕 

担い手Ｂ（個人） 〔0.8ha（８筆）、 ２団地〕 



【Ｉ県Ｎ市の事例】 
26年7月 
～ 
27年3月 

・「農業参入総合支援プログラム」を平成26年度より開始し、企

業の誘致を開始。 

・Ｎ市も耕作放棄地の解消や発生の未然防止の観点から農業

参入者（法人・企業）の誘致活動を行っていた。 

・そのような中、北陸での生産拠点を探していた、Ｉ県に本社を

置く有限会社Ａが、①農地バンク事業により迅速に栽培適地

を用意できること、②当該プログラムによる手厚い支援がある

こと、等から当地区への参入を決定。 

27年4月
～ 

・企業側の要望を踏まえ、機構、県、市が中心となり、地域の話

合いを行い、まとまりのある農地12haを先ず確保し、農地バン

ク事業を活用し転貸。 

・その後の更なる規模拡大についても、機構と市が農地の出し

手の意向を把握しつつ、荒廃農地の再生も図りながら進めて

いき、目標の30haに到達した。 

・企業の参入により、３人の地元雇用を創出した。今後、生産し

た野菜を加工するための工場を整備し、さらに地元雇用を拡

大する予定。 

（４）農地バンク事業活用のメリット③ 

○ また、 
③ 数は少ないが、担い手が不足している地区
において、地域との連携の下に機構を活用し
て県外から企業を誘致した事例 

も出てきている。 
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機構からの
転貸 計 

① 
うち地域外か
らの参入者 

② 

割合 
(②／①) 

面積(ha) 46,537.7 1,308.9 2.8% 

経営体数 29,095 1,272 4.4% 

（参考）機構からの転貸先（平成29年度） 

※地域内・外の「地域」とは、借受希望者の募集を行った区域をいう。 

集積面積・集積率：0ha(0%) → 32 ha（15.4%） 
平均経営面積： 0ha → 32ha 
（担い手は当該法人のみ） 



実施年度 他の事業との連携強化 関連する諸制度の創設 農地整備事
業（公共）との
予算連携率 

27 

・担い手確保・経営強化支援事業（H27補正）について、
ポイント加算  

・農業競争力強化基盤整備事業、農業基盤整備促進事
業について、優先配分 

・農地耕作条件改善事業について、機構の重点実施区
域を対象 

４割 

・固定資産税の税制改正 

     ①機構に貸し付けた農地の課税軽減 

      平成28年度より実施、12,121ha（平成29年） 

     ②遊休農地の課税強化 

      平成28年度より実施、74ha（平成29年） 

28 

・経営体育成支援事業について、ポイント加算 

５割 

・農業委員会改革の実施 
    平成28年４月に農業委員会法を改正し、農地利用最適化推進

委員を新設。平成30年度中に全ての農業委員会が新制度に移

行予定。 

 

29 

・果樹好循環形成総合対策事業について、優先採択 
 

６割 

・農家負担のない農地整備事業の創設 

   平成29年５月に土地改良法を改正。平成30年度新規地区：33

地区。 

 

30 

・強い農業づくり交付金について、ポイント加算 
・次世代施設園芸拡大支援事業について、ポイント加算 
 ７割 

・相続未登記農地であっても、全ての相続人を調べるこ
となく、簡易な手続で最長20年間機構が借りることが可
能な制度の創設 

    平成30年５月に基盤強化法を改正。平成30年11月16日施行予

定。 

（５）他事業との連携強化等 
○ 農地バンク事業については、その推進を図るため、 
 ①他の事業との連携強化、②関連する諸制度の創設 
 等を年々行ってきた。 
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・ 農地の集積・集約化の気運が以前からあった平場の
水田地帯の集落営農での事業の活用が一巡し、今後は
新たに地域の話合いから始めなければならない地域が
多い。 

  
 
 
・ 高齢化・人口減少によって、話合いに住民を集める
ことすら難しい集落もある。 

 
・ 特に中山間地域では、農地の出し手ばかりが多く、
農地を受ける担い手がいない状況。 

 

１．農地の集積・集約化の前提となる、地域内での話合いが低調 

  （市町村向け調査） 

中山間地域における機構の活用を進めるために必要なこと 

49% 

48% 

41% 

39% 

12% 

受け手の掘り起こし 

地域外からの 
参入者の掘り起こし 

農地整備の実施 

地域での話合いの推進 

その他 

出典：農地中間管理機構の活動状況等に関するアンケート調査 

都府県における機構の転貸実績 

※ 農地政策課調べ 

○ 他方、農地バンク事業については、以下のような課題
があり、今回の見直しにおいて改善が必要である。 
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（６）農地バンク事業の課題 
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○ 農地バンク事業で農地を借入・転貸するためには、集積計画、農用地
利用配分計画（配分計画）という２つの計画が必要となるため、時間が
掛かり事務が煩雑。 

○ 配分計画の公告前の縦覧を不要とするなど、貸付けまでの期間短縮
できる方法を模索してほしい。 

○ 円滑化団体に比べて手間がかかる。受け手の利用状況報告など手
続が多い。 

○ 市町村段階と県段階に手続が分かれているので、簡単にしてほしい。 
○  農業者の高齢化や担い手不足が進む状況を踏まえ、出し手ではなく、

受け手を支援してほしい。 

【農業者や現場の事業担当者の意見】 

○ 農用地利用集積計画（集積計画）による貸借と比べ、農地バンク事業
での貸借は、手続に必要な書類が多く、借受希望の応募から貸付けま
でに要する期間が長い。 

○ 集積計画による貸借では求められていなかった年１回の利用状況報
告は、新たな負担であり省略・簡素化してほしい。 

○ 機構から借りている農地と農地利用集積円滑化団体から借りている
農地が混在しており、貸借の期間や賃料の支払先が異なるので、手間
がかかっている。 

○  受け手支援があると、条件が多少合わなくても機構を通じて借受けを
行うインセンティヴになる。 

担い手 

県・農地バンク 

２．農地バンク事業の手続等に関する不満が多い 

◯ 農地バンク事業について、担い手や現場の事業担
当者からは、 
① 借入・転貸の手続を簡素化してほしい 
② 配分計画の縦覧の廃止・期間を短縮してほしい 
③ 利用状況報告を廃止・簡素化してほしい 
など、事務手続の簡素化を求める意見が多く寄せら
れている。 

◯ また、「出し手ではなく受け手を支援してほし
い」という意見や「機構に貸したくても、機構が
借りてくれない」という意見も出ている。 

○ 機構に農地を貸したいと思い、窓口に相談したら、受け手が見付かる
見込みがないので借りられないと言われた。  

出し手 
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（６）農地バンク事業の課題（つづき） 



   

３．機構と地域とのつながりが弱い 

○ 機構の職員は増加しているものの、まだ不十分で
あり、農地利用最適化推進委員や市町村区域を事業
範囲とする農地利用集積円滑化団体との連携をより
強化すべきだという意見もある。   

H27年度 H28年度 H29年度 

本部 554 575 609 

支所・現場 414 478 498 

計 968 1,053 1,107 

【機構の職員数の推移】 

資料：農地政策課調べ ※都道府県の兼任職員を含む 
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（６）農地バンク事業の課題（つづき） 



Ⅱ 地域における話合いの現状と課題 



2,642  
4,986  

5,544  5,927  

7,573  

11,812  
12,860  

13,845  14,511  15,023  

21% 

36% 38% 39% 
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0
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20000

24年度末 25年度末 26年度末 27年度末 28年度末 29年度末 

農地中間管理機構への貸付希望のある

地域 

プラン作成済地域数 

貸付希望のある地域がプラン作成済地

域数に占める割合 

○ 人・農地プランとは、地域の農業者の話合いに基
づき、今後の地域農業の在り方や地域の中心となる
経営体の将来展望などを明確化したもの。 
 

○平成24年に開始され、機構法第26条に、農地バン
ク事業の円滑な推進を図るための手段として位置付
けられた。 
 

○ しかし、近年では、農地バンク事業の活用を明記
した人・農地プランの数は微増にとどまっている。 

 

【人・農地プランの作成状況】 

資料：経営局経営政策課調べ（各年３月末現在） 

機構スタート 

●農地中間管理事業の推進に関する法律第26条 
 
  市町村は、当該市町村内の区域における農地中間管理事業の円
滑な推進と地域との調和に配慮した農業の発展を図る観点から、
当該市町村内の適切と認める区域ごとに、農林水産省令で定める
ところにより、当該区域における農業において中心的な役割を果
たすことが見込まれる農業者、当該区域における農業の将来の在
り方及びそれに向けた農地中間管理事業の利用等に関する事項に
ついて、定期的に、農業者その他の当該区域の関係者による協議
の場を設け、その協議の結果を取りまとめ、公表するものとする。 

12 

（１）農地バンク事業と人・農地プランとの関係 

 



○ 人・農地プランの中に農地の出し手が記載されてい
ないものが半数を占めている。 
 市町村の担当者の認識では、出し手が十分把握でき
ていないとするものが約７割。 

  
 
 
 
 
 
 
 
○ １市町村当たりのプラン数は、県ごとにバラツキが
大きい。 
 

できている 
3％ 

【（参考）農地の「出し手」の把握に 
ついての市町村の認識】 

ほとんど 
できている 

23％ 
あまり 
できていない 

63％ 

できていない 
11％ 

資料：人・農地プランに関する全市町村への 
        アンケート結果 
        （平成29年11月。回答率83.1%） 

51% 49% 

【農地の「出し手」が位置付け
られているプラン】 

資料：経営局経営政策課調べ 
（平成30年３月末現在） 

資料：経営局経営政策課調べ 
（平成30年３月末現在） 

【都道府県別の１市町村当たりのプラン作成数の平均】 

作成数の多い５県 
福井 49.9 
石川 35.2 
滋賀 34.5 
大分 33.6 
新潟 27.5 

作成数の少ない５県 
沖縄 2.6 
愛知 2.4 
神奈川 2.2 
大阪 2.0 
東京 1.0 
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（２）人・農地プランの実態① 

位置付けられて 
いない 

位置付けられて 
いる 

 



○ 実際の人・農地プランを見ると、 

 ① アンケート等を通じて農業者の意向が十分反映さ
れているものがある一方、 

 

 

 

 

  

 

 

② 地区内の経営体や農地の一部しか把握していない
など、実質的とは言い難い人・農地プランもある。 

【人・農地プランの望ましい例】 

【実質的な内容とは言い難い人・農地プランの例】 

Ｓ県Ｋ市 
Ｋ地区 

• 全戸アンケートを実施 

• 地域の中で話合いを重ね、プランで約250名の
出し手とその農地100haを特定 

• 順次、機構事業を活用する地区を設定して農
地を集積・集約化 

Ｋ県Ｉ市 
Ｇ地区 

• Ｇ地区には128経営体（うち集落営農は４経営
体）が存在するが、中心経営体として記載され
ているのは、次世代人材投資事業を活用する５
経営体のみ 

• 出し手についても３経営体のみ 

• Ｇ地区には89haの耕地面積があるが、わずか
４haしかプランに記載されていない 
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（２）人・農地プランの実態② 

 



○ 実質的な人・農地プランを作成するためには、 

 

 

 

  

 

など多くの手間がかかるが、市町村の農業関係の職員
数が減少していることがネックになっている。 

 

○ 新制度に移行した農業委員、農地利用最適化推進委
員の取組が重要であるが、現在では人・農地プランに
関する役割が位置付けられていないこともあって、主
体的な推進役としての意識が乏しい。 

H19年度 H29年度 減少率 

市町村一般行政 396,500 371,358 6.3％ 

農林水産 35,785 30,523 14.7％ 

H28年度 H29年度 H30年度 
新制度へ移行する 
農業委員会数 

288 
（16.9%） 

1,474 
（86.6%） 

1,703 
（100%） 

農業委員数 4,023 19,976 23,100（見込み） 

推進委員数 3,732 14,898 17,400（見込み） 

合 計 7,755 34,874 40,500（見込み） 

【市町村の職員数の推移（一般行政のうち農林水産分野）】 

【新しい農業委員会制度への移行状況】 

資料：総務省「地方公共団体定員管理調査結果の概要」から作成(一部事務管理組合の職員を除い
ている）。 

資料：全国農業会議所調べ 
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（３）人・農地プランの実質化に向けた課題① 

平成30年度については、新制度に移行した農業委員会の実績を基に推計 

ー 地域の農業者への話合いの呼びかけ 
ー アンケート調査 
ー 現在及び将来の農地利用のマッチング（農地所有

者の氏名等を地図に記載するためには所有者の同
意が必要） 

 



○ 現在の人・農地プランに求められている内容についても、次のような課題がある。 
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（３）人・農地プランの実質化に向けた課題② 

項目 課題 改善案 

１．農地の受け手・出し手   
  の記載 

２．プランと支援措置の関係 

３．プランのコーディネート 

•  受け手・出し手それぞれ個人名・農地
を書かせているが、 

① 担い手への農地の集約化に向けたイ
メージが共有されていない。  
 
 

② 出し手の記載はほとんどされていな
い。 

•  担い手への農地の集積に当たって、そ
れぞれの担い手への農地の集約化に向け
た方針を地域で共有することを検討する
必要。 

•  特に出し手について、プランに詳細を
記載することがかえって農地の出し手と
なることを躊躇していないか検討する必
要。 

•  中心経営体が農地の集積・集約化の対
象といった真の意味での中心経営体に
なっていない。 

•  プランと各種補助事業が連動していな
い。 

•  各種の支援措置等につなげる際には、
実質化したプランを要件とすることにつ
いて、検討する必要。 

•  市町村の農業関係職員が減少し、プラ
ンがコーディネートができていない。 

•  農業者間の話合いに農業委員・農地利
用最適化推進委員が参加するとともに、
その実効性を証明するなどの方策を検討
する必要。 

 



○ 野菜、果樹などでは、農地の権利移動は、個人間
の賃借や売買が中心であり、担い手や農地利用のみ
について関係者が集まって話し合う習慣がそもそも
少ない。

○ こうした産地においては、産地計画に向けた話合
いの中で、新規就農を含めた将来の担い手について
議論する方が現実的である。

【農地バンク事業を活用した樹園地の転貸面積の状況】

（農地政策課調べ、単位：ha）

・ Ａ県Ｋ市では、果樹産地構造改革計画の原案を作成するた
め、農協の部会を単位として生産者、市町村担当者、農協担
当者が集まり、話合いを行った。

・ その結果、産地の高齢化や後継者不足について問題認識が
共有され、担い手確保に向けて、労働力確保を容易にする仕
組み（援農・サポーター制度）の構築や雇用の創出・新規就
農につなげるための法人化の推進・体制づくりが検討された。

・ これらの議論を元に、Ｋ地域果樹産地協議会で果樹産地構
造改革計画が策定された。
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（３）人・農地プランの実質化に向けた課題③

【産地計画に向けた話合いが担い手確保の話合いにつながった例】

耕地面積に占める
機構転貸面積

都道府県

機構転貸面積 耕地面積

うち樹園地 うち樹園地 うち樹園地

青 森 5,458 45 151,500 22,600 3.6% 0.2%

山 梨 632 209 23,800 10,200 2.7% 2.0%

長 野 2,842 185 107,300 15,200 2.6% 1.2%

和歌山 298 116 32,800 20,800 0.9% 0.6%

愛 媛 398 87 49,400 20,200 0.8% 0.4%
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（４）集落営農の現状と課題① 
【集落営農組織数の推移】 

 ○  担い手が少ない地域においては、地域における
農業経営の受け皿として、集落営農の組織化・法
人化を推進してきた。 
 法人化は進んできているが、依然として約３分
の２は法人化されていない。解散数も増えつつあ
る。 

○  集落営農の法人化の見込めないところは、実質
的な人・農地プランの取組を推進する必要がある。 
 その際、市町村の負担軽減のためにも、同種の
地域の取組（中山間地域等直接支払制度の集落協
定の取組等）と一体的な取組が可能となるよう検
討する必要がある。 

 



２
階 

１
階 

○ 近年、集落営農について、複数の集落営農が共同
して上部法人を設立し、経営基盤を強化して生き残
りを図る取組が見られ始めている。 

  このような取組には、 
 ① ６次産業化（加工・販売事業）等の 

 経営の多角化 
 ② 外部の経営経験の豊かな担い手の招致 
 が必要な場合が多い。 
 
○ しかしながら、 
 ① 現在は、集落営農が法人化しても、加工・販売

等に取り組む場合のメリット措置が乏しく、 
 ② また、経営経験が豊かであっても外部の担い手

の見極めは難しく、市町村による認定農業者の認
定事務負担が増加している例が見られる。 

 
○ このため、このような取組を伸ばすため、 
 ① ６次産業化の取組の推進 
 ② 認定事務負担の軽減 
 などが必要である。 
 
○ さらに、人手不足の中、地域ぐるみで農地の維持
活動を行う場合に、機構による農地の借入・管理の
促進を図るとともに、不在地主の土地の草刈り等が
促進される方策について検討する必要がある。 

（Y県Ｙ市） 

（株）Ｄ社 （新設法人） 
 
 

（農）Ａ組合 

＜集落営農法人＞ 

（有） 
Ｃ社 

出資 
経営者派遣 

出資 

（農）Ｂ組合 

＜外部の担い手＞ 

• 資材共同購入 
• 機械共同利用 
• 種苗供給、乾燥調製 
• 農作業受託 

①  集落営農組合の連合の際に、営農技術のアドバイスの
関係で接点のあった地域外部の担い手Ｃ社に経営支援を
打診。 

②  Ｃ社は、進出に際して、経営ガバナンスの確保のため、
法人を新設することを計画。 

③  新設法人Ｄ社に、Ａ組合、Ｂ組合の農地を利用権設定
するために、経営改善計画を作成し、Ｙ市に提出 

④  Ｙ市担当者が、Ｃ社の会社・経営の内容を熟知してい
ないため、認定までに数ヶ月を要した 

⑤  その結果、初年度は利用権設定をすることができず、
作業受委託の形で進出せざるを得なくなった 
 

⑥  手続に時間を要したため、担い手の計画どおりに経営
を行えなかった 

出資 
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（４）集落営農の現状と課題② 
【左記の取組を総合的に行っている例】 

【外部の担い手が集落営農を支援した際の経緯と課題】 



Ⅲ 農地バンク事業の手続等の現状と課題 



審査・決裁 
約１週間 

配分計画 
作成・申請 
約２週間 

所有者 
・受け手 
との交渉 

農
業 
委
員
会 

計画作成・決定 
約２週間 

市
町
村 

集
積
計
画 
公
告 

配
分
計
画 
公
告 

縦覧 
２週間 
（法定） 

計画認可 
約２週間 

〔 現行の農地バンク事業の基本的な事務処理手順 〕 

所有者か
ら機構へ 
の貸付け 

機構から 
受け手へ 
の貸付け 

計画案 
作成・提出 
約２週間 

※毎年の報告義務 

農
業 
委
員
会 

市
町
村 

機
構 

県 県 県 

〔 農用地利用集積計画の事務処理手順 〕 

所有者から
受け手への
の貸付け 

※一般企業等に限り、毎
年の報告義務 

所有者 
・受け手 
との交渉 

農
業 
委
員
会 

計画作成・決定 
約２週間 

市
町
村 

集
積
計
画 
公
告 

現行の農地バンク事業では、権利設定までにこれだけ余分な時間が掛かる 

◯ 農地バンク事業は、 
 ① 機構が農地を借入・転貸するためには、借入れの

計画（市町村による集積計画）と転貸の計画（機構
による配分計画）を別々に作成し、 

 ② 知事は、認可の前に、配分計画を２週間の縦覧に
供し、第三者に意見の機会を与える 

 手続を踏むこととされている。 

◯ 時間が掛かり事務が煩雑であるため、 
 
 
 
 
 という意見がある。 

（１）農地バンク事業の実施に必要な計画の作成 
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ー 市町村の計画で借入・転貸まで一括してできる
ようにしてほしい 

ー 配分計画の縦覧はこれまで一度も意見書が提出
されたこともないことから不要としてほしい 



◯ 機構から農地を借り受けた者に対しては、貸し
付けた農地の適正利用を確保するため、毎年、農
地の利用状況の報告を求めている（機構法第21
条）。 

 
◯ 報告の内容は、農地の面積や作物種類別の作付
面積・生産数量（反収）とされているが、報告書
が10ページ以上に及ぶ農業者もおり、大きな負担
となっている。 

 
◯ 担い手農業者からは、例えば農業委員会の行う
農地の利用状況調査の結果を活用することによっ
て、農業者の負担を軽減することができないかと
いう意見がある。 

（参考）Ｓ県における実際の農地の利用状況報告 

１ページ目 
２ページ目（以下12ページまで続く） 

機構から借り受けている農地について、一筆ごとに、 
①面積、②作物の種類、③作付面積（平方メートル単位）、 
④生産数量等を記載している。 

（２）農地の利用状況報告 

経営農地面積（全体）  ： ２７．５ha 

うち機構からの借受面積： ２７．１ha（378筆） 
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（３）農地の集積・集約化への支援 

◯ 機構を中心とした農地の集積・集約化を進める
ため、①まとまった農地を機構に貸し付けた地域、
及び②農地を貸し付けてリタイアする農地の出し
手に対し交付する機構集積協力金が予算措置され
ている。 

１地域当たり平均 取組前 取組後 

農地面積            53.4ha 53.4ha 

担い手の経営面積        20.6ha 33.2ha 

担い手の農地利用集積率     38.5% 62.2％ 

担い手経営体数        4.0人 4.1人 

１経営体当たり経営面積  5.2ha 8.1ha 

担い手の団地数      21.0団地 22.1団地 

１団地当たりの農地面積    1.0ha 1.5ha 

◯ 地域集積協力金を活用した地域では、担い手集
積率は平均で38.5％から62.2％に増加するなど、
全国平均を大きく上回る集積率となっている。１
団地当たりの面積も1.5倍になり、農地の集約化
も進展している。 

 

【 地域集積協力金の取組前と取組後の比較 】 

※ 調査対象122地域。平成26年度から平成28年度までの間に地域集積協力
金に取り組んだ地域の中から、各県３地域程度を抽出して集計。調査対象
の抽出方法は、機構への貸付面積の割合に応じた交付区分（「２割超５割
以下」、「５割超８割以下」、「８割超」）ごとに各１地域を抽出。 
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１ 交付対象者 
 市町村内の「地域」 
 ※「地域」とは、集落な 
 ど外縁が明確である同一 
 市町村内の区域のこと。   
 
２ 交付要件 
 「地域」内の農地の一定 
 割合以上が機構に貸し付 
 けられていること 
  
  

地域に対する支援 
（地域集積協力金）  

 
１ 交付対象者 
 機構に貸し付けること 
 により、 
 ・経営転換する農業者 
 ・リタイアする農業者等 
 
２ 交付要件 
 ・農地を10年以上機構 
 に貸し付け 

経営転換・リタイア 
する場合の支援 

（経営転換協力金）  
 
１ 交付対象者 
 機構の借受農地等に隣接 
 する農地を機構に貸し付 
 けた者 等 
 
２ 交付要件 
 ・農地を10年以上機構  
 に貸し付け 

農地の集積・集約化に 
協力する場合の支援 
（耕作者集積協力金） 

個々の出し手に対する支援 【 機構集積協力金の概要 】 



（４）農地の集約化に向けた機構集積協力金の課題 
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◯ 機構創設から最初の５年間は、将来の集約化の
前提として、機構になるべく多くの農地を集める
必要があった。このため、機構にまとまって農地
を貸し付ける地域に加え、リタイアする者等の農
地の出し手への個別の支援を行ってきたが、個人
タイプ単独では農地の集約化に果たす機能は限定
的である。 

  
  
     
              
      

【地域タイプと個人タイプが併用された事例】 
（F県E市） 

＜ 実施前 ＞ ＜ 実施後 ＞ 

◯ 今回、地域の話合いを活性化させて実質的な
人・農地プランを推進していくこととの整合性を
図る観点から、協力金も、より農業者の話合いと
農地の集約化につながるよう、仕組みを考えてい
く必要がある。 

【個人タイプ（経営転換協力金）のみが活用された事例】 
（Ｙ県Ｎ市） 

  貸出希望者２名：1.4ha     担い手１名に貸付け：1.4ha  

耕作者の状況 
 
 
 

… 認定農業者Ｅ 

… 有限会社Ａ 
… 認定農業者Ｂ 
… 中心経営体Ｃ 
… 認定農業者Ｄ 

耕作者の状況 
 
 
 

… 有限会社Ａ 
… 認定農業者Ｂ 

農業法人Ａ 
23.9ha 

認定農業者B 
6.6ha 

認定農業者B 
0.9ha 

認定農業者B 
0.3ha 

農業法人Ａ
0.2ha 

※地域タイプの交付対象面積 27.8haのうち、4.5ha（９戸）で経営転換協力金が活用され
ている。 
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Ⅳ 農地バンク事業以外の農地集積手法  
の在り方について 



          （ha）   

    
ピーク時 
（25年度） 

  

29年度   

  当年の貸借面積 54,190 17,878   

    うち再設定面積 10,452 11,047   

      （19％） （62％）   

  借受面積のストック 100,696 87,456   

              

－ 平成29年度に事業実績があった団体は、全体
の28％（326団体）にとどまっている。 

（１）農地利用集積円滑化事業の実施状況① 
◯ 農地利用集積円滑化事業は、権利移動に伴う保
有リスクを回避しつつ、農地の集積を行うための
手法として、平成21年に創設された。（農業経営
基盤強化促進法に措置） 

【農地利用集積円滑化事業の種類】 
ア 農地所有者代理事業 
   農地等の所有者から委任を受けて、その者を代理し、農地等について、売渡し

や貸付け等を行う事業 

イ 農地売買等事業 
   農地等の所有者から農地等の買入れや借入れを行い、その農地等の売渡し

や貸付けを行う事業 

ウ 研修等事業 
   イの農地売買等事業により一時的に保有する農地等を活用して、新規就農希

望者に対して農業の技術、経営の方法等に関する実地研修を行う事業 

                  

  
  合計 

主体別内訳   

  市町村 公社 農協 その他 
（協議会等） 

  

  円滑化団体数 1,174 496 118 327 233   

  
  

うち29年度の 
実績あり 

326 31 88 193 14   
  （28％）           
                  

【農地利用集積円滑化団体数（平成30年3月末現在）】 

（注）複数市町村で事業規程の承認を受けている団体は、１としてカウントしている。 

－ 貸借期間は10年未満のものが過半であるが、
近年は、権利の再設定が全体の６割を占めてい
る。 

【農地利用集積円滑化事業の実績の推移】 

（参考）農地バンクの借受中の農地面積：189,345ha 24 

◯ 農地利用集積円滑化事業の活動は、農地バンク
事業の創設に伴い大きく減少している。 

－ 年間の貸借面積は、ピーク時（25年度）の３
分の１程度になっている。 



【円滑化団体と農地バンクの利用権設定面積の比較（29年度）】 

（１）農地利用集積円滑化事業の実施状況② 

■円滑化団体による利用権設定面積 

■農地バンクによる利用権設定面積 

○ 円滑化事業による都道府県別の利用権設定面積
の実績を見ると、北海道、栃木県、長野県、新潟
県、愛知県の５道県が１千haを超えており、この
５道県の合計面積が約１万haで全国実績（1.8万
ha）の５割超を占めている。 

○ 新潟県以外の４道県では、円滑化事業の実績が
農地バンク事業の実績を上回っている。 
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（２）農地利用集積円滑化団体と機構の連携状況① 
◯ 全体として円滑化団体と農地バンクとの連携が
進んでおり、 

 － 農地バンクからの業務委託を受けているもの
が約６割、 

 － 残り４割の円滑化団体も農地バンクの業務に
協力している。 

【農地バンクと円滑化団体の連携状況】 

【農地バンクからの業務委託（又は協力業務）の内容】 

156 

60 

469 

471 

563 

625 

635 

753 

0 100 200 300 400 500 600 700 800

⑧その他 

⑦農用地等の利用条件改善 
業務（畦畔除去等） 

⑥農地の出し手、借受希望者 
との契約締結業務 

⑤農用地利用配分計画の 
原案作成 

④借受農用地等の位置、 
権利関係の確認 

③農地の出し手、借受 
希望者との交渉 

②農地の出し手の掘り起こし 

①機構の相談窓口 91％ 

77％ 

76％ 

68％ 

57％ 

57％ 

7％ 

19％ 

（団体） 

平成28年度に業務委託を受けていた団体（又は協力している団体）824団体を対象と
するアンケート結果〔複数回答〕 

◯ 業務委託（又は協力業務）の内容を見ると、相
談窓口や、出し手の掘り起こし、農用地利用配分
計画の原案作成など、農地バンク事業の基幹とな
る業務を多くの円滑化団体が担っている。 
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◯ また、現場では、円滑化事業で利用権設定された
農地の期間満了時に農地バンク事業への切替えを推
進したり、新規の貸付申込みがあった場合は農地バ
ンク事業に誘導するなどの動きが見られる。 

  県によっては、関係機関の合意により、農地バン
ク事業を中心とした農地の集積・集約化に取り組ん
でいるところもある。 

【円滑化事業から農地バンク事業への移行の動き】 
＜Ｙ県Ｓ市Ａ農協の取組＞ 
 Ａ農協は、円滑化事業の実績が一定程度あるが、農地バンク事業
がスタートしてからは、円滑化事業の満期を迎えるものや新規に相
談があったものは、基本的に農地バンク事業へ誘導し、出し手が物
納を希望する場合等に円滑化事業を活用している。 
＜Ｎ県の取組＞ 
 平成29年秋に、県、ＪＡ県中央会、農業会議、県土地改良事業団
体連合会、農地バンクの５者合意により、農業振興地域内の農地の
集積は、農地中間管理事業の活用を基軸として進める基本方針を決
定。 
＜Ｙ県の取組＞ 
 本年7月、農業会議、ＪＡ県中央会、農地バンクは、人・農地プラ
ンの内容を尊重し、農地バンク事業を基本とした農用地の集約化を
推進する連携協働協定を締結。 

（２）農地利用集積円滑化団体と機構の連携状況② 

◯ 現場からは、農地集積の仕組みが複数あるとどの
ように進めていくのか分かりにくいとの意見がある。 

  一方、農地バンク事業は公募で借受者が決まるた
め、ブロックローテーション等の地域の取組が壊れ
るのではないかとの不安も聞かれる。 

【農業者や円滑化団体担当者の意見】 
○ 農地集積には、相対、円滑化事業、農地バンク事業などの仕組
みがあるが、今のままでは飛び地はなかなか解消されないので、
いずれこれらを一本化し、強力に農地の集約化を進められないの
か。〈生産者〉 

○ 農地バンク事業は公募で借受者が決まるため、円滑化事業を活
用し、地域で米、大豆、野菜などの作付けローテーションをして
いる中に、農地バンク事業を活用して他の作物を生産する農業者
が入ってくると、こうした地域の取組が壊れるのではないかとい
う不安がある。〈JA〉 
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（２）農地利用集積円滑化団体と機構の連携状況③ 
◯ 他方、農地バンク事業の場合、円滑化事業と異なり、
農業振興地域の区域外の農用地等が対象となっていない
という違いがある。 

【円滑化事業と農地バンク事業の事業実施地域等】 

○ また、円滑化事業から農地バンク事業への切替えを
行っている場合でも、事務負担の増大を懸念する声も
ある。 

【現場における事例】 

＜Ａ県Ａ市A農協＞ 
 A農協は、農地バンク事業創設当初に、円滑化事業で借り
受けている農地を３年程度ですべて農地バンクに切り替える
方針であったが、件数が多く、事務処理が膨大となるため、
職員の事務負担の関係で断念せざるを得なかった。 
○ A農協における円滑化事業の取扱量 
 ・借受面積の総数：1,930ha ・筆数：1.3万筆 
 ・出し手：5,655人 ・受け手：87人 
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＜市町村の区域＞ 

農業振興地域 

市街化区域 

農用地区域 

市街化調整区域 

農地バンク事業の実施区域 

円滑化事業の実施区域 

※ 農地バンク事業は、開発して農用地等とする
土地（雑種地、原野等）は対象外 



4 

（３）農用地利用集積計画について 
◯ 市町村の作成する集積計画は、本来農用地利用改善
団体による自主的な担い手への利用権設定を促進する
伝統的なツールであるが、 

 
 ① 農用地利用改善団体からの申出に基づく集積計画

はわずかであり、 
 
 
 
 ② 都府県では、集積計画による利用権設定のうち、

認定農業者、円滑化団体、機構以外の者に利用権設
定されたものが、件数で約４割、対象面積で約３割
を占めている 

 
  

              

  利用権の設定 
を受けた者  

件 数 
（万件） 

  面 積 
（万ha） 

    

  割合 割合   

  ① 認定農業者 １３．２ ３２％ ５．３ ３２％ 

  ② 円滑化団体 ２．４ ６％ ０．８ ５％ 

  ③ 農地バンク １１．３ ２７％ ６．１ ３６％ 

   小計（①＋②＋③） ２６．９ ６５％ １２．２ ７３％ 

  ④ 上記以外の農業者 １４．７ ３５％ ４．６ ２７％ 

  合計 ４１．６ １００％ １６．８ １００％ 

  

【集積計画による利用権設定の内訳（平成27年）】 
〔都府県（北海道を除く）〕 

  など、担い手に農地を集積するための運用の改善が
必要である。 
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市町村への農用地利用集積計画作成の
申出（基盤法第18条第５項）の件数 

219件 
（うち北海道175件） 

【農用地利用改善団体の活動実態（平成28年度）】 

（参考）平成27年の基盤法による利用権設定の全国件数 426,574件 
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